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老人福祉法は、1961（昭和 36）年 1 月に、アメリカ
































そして、老人福祉法制定から 20 年目にあたる 1983（昭
和 58）年の 2 月には、是正策として前年に成立した老
人保健法（昭和五十七年八月十七日法律第八十号）（現
「高齢者の医療の確保に関する法律」、以下同じ）が施
行された。これにより、1972 年に追加された第 10 条
の 2（老人医療費の支給）が削除されることになった。 
この年に刊行された雑誌『月刊福祉』（1983 年 9 月
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の 4）および｢老人ホームへの入所等｣（第 11 条）に規






（第 2 号）である。｢市町村の福祉事務所｣（第 5 条の
5）は、主として第 5 条の 4 第 2 項に規定するこれらの
業務を行う。図 1 では、市町村における｢老人福祉に関
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対する協力が主なものとなっている（第 8 条）。図 1 で
は、｢老人福祉事業（者）｣への協力として表している。
そして、民生委員は、｢市町村長、福祉事務所長又は社








連携及び調整に努めなければならない｣（第 10 条の 2）。 
｢福祉の措置｣（第 2 章）として、まず、｢支援体制の
整備等｣（第 10 条の 3）について、地域の実情に応じ
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の措置の実施者｣（第 5 条の 4）において確認したとお
りである。 
また、施設サービスに関しては、｢老人ホームへの入


























































人福祉法第 10 条の 4「居宅における介護等」の第 1 項
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人ホームへの入所措置等の指針について（平成 18 年 3










































に 18,390 件であった。以降、2007 年度 19,971 件、2008





事例）」は、2006 年度 12,569 件、2007 年度 13,273 件、
2008 年度 14,889 件、2009 年度 15,615 件であった。こ
の 4 年間をみると、相談・通報のあった事例総数のう
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そこで、最後に高齢者虐待防止に対する市町村の体
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れている｢居宅における介護等｣（第 10 条の 4）では、
「やむを得ない事由」による措置として、市町村によ
る便宜供与は義務ではなく任意とされる。しかし、老



















人で、このうち所得制限を受ける 31 万 4,000 人を
除いた 382 万 6,000 人と見込まれていた（小池 
1973: 2）。市町村が実施主体となり、かかった費用
の 3 分の 2 を国が、6 分の１を都道府県がそれぞ
れ負担した。 
3 )  その後、『老齢者保障の研究――政策展開と法的
視覚』（橋本 1981）を発表している。 
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9 )  本文中に記載したサービスを含めて、｢居宅にお
















11)  老人福祉法の｢老人ホームへの入所等｣（第 11 条）
のその他の措置は、図 2 にあるとおり、「養護老人
ホーム」（第 1 項第 1 号）、「養護委託」（第 1 項第
3 号）ならびに、「葬祭」（第 2 項）に関する規定
が置かれている。 
12)  本文中で省略した、｢老人ホームへの入所等｣（第
11 条）第 1 項第 2 号において介護保険法に規定す
るサービスは、介護老人福祉施設のほかに、地域
密着型介護老人福祉施設である。 













年度－1,800 団体、2007 年度－1,816 団体、2,006
年度－1,829 団体。 
15)   2008 年度に相談・通報のあったもののうち、2009
年度に事実確認した事例があるため、2009 年度の
相談・通報件数（23,404 件）と一致しない。 
16)   各年度の被虐待高齢者数が虐待判断事例件数と
一致していないのは、1 件の事例に対し被虐待高
齢者が複数の場合があるためである。 
17)   各年度の虐待判断事例の総数は、前年度の判断
事例について対応した件数を含んでいる。 
18)   分離した事例の総数は、「被虐待高齢者の保護と
虐待者からの分離を行った事例」5,528 件に、「被
虐待高齢者が複数で異なる対応（分離と非分離）
の事例」40 件を加えた 5,568 件となっている。図
5 のその他の年度についても同様に算出している。 








20)   2009 年度の分離していない事例の総数は、「被虐
待高齢者と虐待者を分離していない事例」9,650 件
に、「被虐待高齢者が複数で異なる対応（分離と非
分離）の事例」40 件を加えた 9,690 件となってい
る。図 6 のその他の年度についても同様に算出し
ている。 
21)   本調査データから読み取れることを、山田祐子
（2008）が考察しているので、参照されたい。 
22)   ｢指定居宅サービスに要する費用の額の算定に
関する基準(短期入所サービス及び特定施設入居
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